
  

 

 

 

 

 

 

 

 

デジタル化の動きが急です。そのなかで、「新しい資本主義」のひとつの柱、デジタル田園都市国家構

想とはなにを目的としているのでしょうか。デジタル化によって大都市と地方の格差をなくし、地方を

活性化すると謳っています。しかし、そこには多くの民間企業が関わり、市民サービスを担うことにな

ります。企業であれば対価を求めます。対価を負担できない市民は置き去りにされてします。そうなれ

ば、市民はもはや自治の担い手でも、DXの主体者でもありません。デジタル田園都市国家構想は、この

ように市民を利用者としてのみ捉えていると言われています。先生には、この事実を明らかにして、地

方自治からの対抗軸を模索していただきます。 

また、磯城郡で事業が行われている大和平野中央プロジェクト、大和平野中央田園都市構想推進につ

いても言及していただくようお願いしています。 

 

奈良自治体問題研究所規約第１2条により第２4回総会を開催します。 

会員の皆様のご参加をぜひお願いします。    奈良自治体問題研究所理事長 松村 教男 

 

総会後、１４時50分頃より記念講演を始めます 

 

資料代 ５００円（但し、会員は無料） 


